
資料２ 
 
 

今後の地下水質モニタリングの方向性について 
（地下水質モニタリングのあり方に関する検討会報告書（案）） 

 

 

Ⅰ．基本的な考え方 

 地下水質の常時監視（以下、「モニタリング」という。）は、水環境行政の基本であ

り、水質汚濁防止法に位置づけられた事務である。水環境の変化を継続的に把握し、対

策に結びつけることがその目的であるが、同時に環境基準の設定、改正のためのバック

データを得ることなどにも役立っている。 

 地下水質のモニタリングは、測定地点を移動しながら数年で地域全体の概況を把握す

る方式が一般的となっているが、こうした概況把握の中で地下水の汚染が見つかれば、

汚染の範囲の確定や、その後の水質の追跡調査を行う構造となっており、調査が進むに

つれ、調査対象井戸が増加する傾向にある。また、地下水の水質汚濁に係る環境基準は

平成 9 年に定められたが、その後、平成 11 年に項目が追加され、今後も、必要に応じ

て項目の追加があり得るものであり、モニタリングを効率的かつ効果的に実施していく

ことが求められている。 

 このような背景の中で、平成 17 年度より、いわゆる三位一体の改革により、地方公

共団体の水質モニタリング事務に対する国庫補助金は廃止されたが、地方公共団体で

は、税源移譲された原資を元に、自らの裁量を活かしながら、確実かつ効率的にモニタ

リングを行っていく必要がある。 

 地下水質モニタリングについては、「水質汚濁防止法の一部を改正する法律の施行に

ついて」（平成元年 9 月 14 日付け環水管第 189 号 環境庁水質保全局長通知。以下「元

年通知」という。）や「環境基本法に基づく環境基準の水域類型の指定及び水質汚濁防

止法に基づく常時監視等の処理基準について」（平成 13 年 5 月 31 日付け環水企第 92

号 環境省環境管理局水環境部長通知。以下「処理基準」という。）でその実施方法に

ついて示してきたところであるが、その目的を達成するため、モニタリングの適正な水

準の確保に向けた措置を講ずることが必要である。そのため、通知や処理基準の改正等

何らかの対応が必要な事柄とその方向性について検討を行った。 
 
 また、環境省の政策評価では、「水環境の監視等の体制の整備」が評価項目となっ

ており、適切に評価する仕組が求められている。上述のモニタリングの適正水準確保
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に向けた措置を講ずる上でも、定量的な目標を設定することが適当であり、今回併せ

て検討を行った。 

 

Ⅱ．モニタリングの適正水準確保 
１．測定計画について 

 地下水質のモニタリングは、汚染の発見、有害物質濃度の推移の把握などを通じ、

地域住民等の健康を保護し、また、良好な地下水質を保全することを目的としている。

水質汚濁防止法第 16条に規定される地下水質の測定計画は、こうしたモニタリングの

目的を達成するための具体的な計画であることから、その内容が、地域の特性も考慮

の上必要十分な水準にあることが求められるほか、地域住民等の安心につながるよう、

内容やその根拠が分かりやすいものであることが望ましい。 
 

 (1) モニタリング地点・測定項目・頻度 
 

＜現状＞ 

モニタリングの地点や測定項目、頻度の選定方法については、処理基準が定め

られているが、その内容は「地下水質調査方法」（元年通知の中の別紙）の引用で

あり、調査の種類ごとの定性的な記述となっている。このため、各都道府県にお

いて、調査地点や調査項目の選定の考え方、頻度等についてのばらつきが認めら

れる。一方で、「水質モニタリング効率化指針」（平成 11年 4月 30日環水企第 186

号・環水規第 163号 環境庁水質保全局長通知）の中には、調査地点の選定の考え

方等に関して、より具体的な記述がある。 
 

＜当面の対応＞ 

各調査の目的や主旨を改めて明確に整理するとともに、測定地点の密度や項目

の選定方法等について、別紙のとおり水質モニタリング効率化指針の内容を処理

基準に一部盛り込む必要がある。 

 

(2) 測定計画の取扱い 
 

＜現状＞ 

測定計画に記載する項目については現在の処理基準には具体的に記述されてお

らず、測定計画の記載内容は都道府県によって異なっている。 

測定地点・頻度の設定の考え方について、現行の都道府県の測定計画では特段記

載されておらず、また、測定計画自体についても、都道府県のホームページ等では

閲覧できない例がある。こうした情報は、地域住民等の地下水への関心や理解を深
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めるためには重要であるため、常にアクセスしやすい状況にあることが望ましい。 
 

＜当面の対応＞ 

① 測定計画に記載すべき項目を、具体的に位置づける必要がある。その内容とし

ては、以下の事項を対象とすべきである。 

（測定井戸の情報） 

地点名（町名または大字単位）、位置（メッシュ等の図）、深度、 

浅井戸・深井戸※の別、用途 

 （定期モニタリング調査について） 

実施・終了の判断基準 

（測定・分析について） 

測定方法及び定量下限値 
※ここでは、不圧地下水層から採取する井戸を浅井戸、被圧地下水層から採取する井戸を

深井戸と呼んでいる。 
 

② 測定計画自体は、都道府県のホームページ等で常に閲覧できる状態とするこ

とが望ましい。また、測定地点や項目、頻度の設定の考え方について、測定計

画への記載又は何らかの文書として、公表することが望ましい。 
 

＜継続的な検討が必要な事項＞ 

測定計画の内容をより分かりやすく地域住民等に解説する上では、内容につい

て地図等を活用して分かりやすく表現する方法も考えられる。こうした方向性に

ついても、今後検討を行うことが望ましい。 

 

２．測定データの確認及び精度管理に関する具体的基準の設定について 

 

＜現状＞ 

モニタリングにおける精度管理については、ダイオキシン類以外には特段の規定が

ない。現状では、地方公共団体ごと、測定機関ごとに独自の精度管理が行われており、

モニタリングデータの妥当性を検討・監査する体制が十分に整備されていない地方公

共団体もある。水質測定事務については、ほとんどの地方公共団体で民間測定機関へ

の委託が進んでおり、モニタリングデータのチェックや精度管理についても測定機関

に依存する部分が多くなっている。また、データの確認のタイミングが不適切である

ケースも一部見られる。 

また、現在の処理基準においては、一部の項目を除き、定量下限値は mg/l 単位で

小数点以下 4桁までの範囲内で地方公共団体が定めることとされている。中には定量
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下限値を環境基準値と同じ値に設定している例も見られ、また、一つの環境基準項目

に対して、定量下限値を複数設定している地方公共団体も見られる。このため、環境

基準の達成評価については問題はないが、定量下限値が異なるデータの集団間の集計

を行う場合、平均値の算定等が適切に実施できないおそれがある。 
 

＜当面の対応＞ 

① 環境基準値を超える測定値が得られた場合のみならず、過去の同じ地域（または

同じ井戸）で測定された値と大幅に異なる測定値が得られた場合にも、地方公共団

体の環境部局において、すみやかにチェックできる体制の整備が必要である。 

② 以下の精度管理の基本的な考え方を処理基準または地下水質調査方法に盛り込

む必要がある。 

ア．標準作業手順（SOP） 

イ．分析方法の妥当性、器具、装置の性能の評価と維持管理 

ウ．測定の信頼性の評価 

また、これらを担保するためには、環境省などが実施している外部の精度管理調

査への参加や外部監査制度の導入等の外部精度管理を実施することが望ましい。 

③ 環境基準を満たしていても、定量下限値以上の測定データの蓄積は、長期的な地

下水質変化の傾向を評価する場合などに大変有用である。このためには、定量下限

値は、環境基準値より低く設定されている必要がある。分析機器等の事情も勘案す

る必要があるが、処理基準で報告下限値を特に定めている項目を除いて、当面、定

量下限値は最低限、環境基準値の 1/2以下に設定することとし、1/10程度以下を目

指すことが望ましい。 

 

３．測定結果の公表について 

 

＜現状＞ 

測定結果の公表に関しては、元年通知において「年間の最終の測定が終了した後す

くなくとも三ヶ月以内に行うことを基本とする」とされている。また、公表の方法、

回数等については、「水質汚濁防止法を一部改正する法律の施行について」（平成元

年 9月 14日環水管第 188号 環境事務次官通知）の中で、地方公共団体で適宜判断す

ることとされており、実際、地方公共団体では各々の環境白書やホームページ等様々

な方法で測定結果を公表している。 

＜当面の対応＞ 

 測定結果を速報値として速やかに公表し、地域住民等に対する情報提供を行うこと

が望ましい。 
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＜継続的な検討が必要な事項＞ 

モニタリングによって判明する地下水汚染の広がりを分かりやすく公表するため

には、地理情報システム等の活用が有効であり、今後、国等によるシステム整備を

検討する必要がある。地理情報を視覚的に表現することで、さらに、水質の良好な

地下水のアピールを通じた地下水質保全意識の高揚、また、土地利用や利水状況、

潜在的な汚染発生源等（PRTR データ等）の情報と併せて利用することにより、総

合的な地下水リスク管理の推進にも資するものと考えられる。 

モニタリングの位置データについては、緯度経度表示で整理することを検討する

必要がある。ただし、個人の井戸が特定されないレベルにとどめるなど、井戸所有

者のプライバシーについては十分な配慮を要する。 

 

４．汚染判明時の対応について 
 

＜現状＞ 

 環境基準を超過する汚染が発見された場合の対応については、「地下水の水質汚濁

に係る環境基準の取扱いについて」（平成 9年 3月 13日付け環水管第 80号 環境庁

水質保全局長通知）にて、「人の健康を保護する観点からまず飲用指導等利用面から

措置を講じるとともに、汚染範囲の確認、汚染源の特定等の調査を行うこととされ

たい。」とされている。また、同通知には、「一時的にではあっても基準値を超過し

た測定結果が得られた場合には、必要に応じ直ちに関係機関との連携を図り、推移

の適切な監視及び対策を検討することとされたい。」と記述されている。 

 また、処理基準においては、環境基準値を超える測定値が得られた場合※には、

速やかに環境省に報告することとされているほか、処理基準が引用している地下水

質調査方法において、汚染井戸周辺地区調査は、汚染発見後、できるだけ早急に行

うこととされている。 

 しかしながら、近年、概況調査で汚染が判明した場合でも、汚染井戸周辺地区調

査等による汚染範囲の把握が十分でない例も一部確認される。住民の健康影響の防

止のためには、汚染された地下水が飲用されることを防止することが最優先であり、

このためには、汚染範囲の速やかな把握と周知が重要である。 
※全シアン、アルキル水銀及び PCBについては環境基準値を超えた場合、これら以外の項目について
は「年間平均値が環境基準値を超えると予想される場合」に速やかに報告することとされている。

ただし、地下水質の測定は年 1回である場合が多い。 
 

＜当面の対応＞ 

① 汚染範囲の確定については、汚染井戸周辺地区調査の位置づけや実施方法等を
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改めて整理すべき。具体的には、 

ア．概況調査はもとより、事業者からの報告等により新たな汚染が判明した場合

には、可能な限り速やかに汚染井戸周辺地区調査を行うべきであること 

イ．水平方向だけでなく、鉛直方向（帯水層別）の汚染範囲の把握も重要である

こと 

等を明確にすべきである。詳細については、別紙のとおりである。 

② 汚染が判明した後の関係者への周知や原因究明に関する望ましいあり方を整理

すべきである。具体的には、衛生部局や、対策を講じる上で重要となる関係他部

局との連携を一層緊密にし、把握された汚染の存在と広がりが利水上の関係者（井

戸所有者等）に確実に周知されるよう留意することや、様々な方法で効率的に原

因究明調査を行うこと等を改めて徹底する必要がある。 

 

５．災害時や事故時等の対応について 

 

＜現状＞ 

地震等の災害が生じた場合には、新たな汚染が生じる可能性や、地下水の流動が

大幅に変化する可能性がある。また、地下水の流動の変化は、地下水の利用状況が

大幅に変化した場合にも生ずることがある。水質モニタリング効率化指針において

は、自然的原因による汚染が存在する場合について、「地震等により地下水流動等に

変化があった場合には、汚染範囲の確認のための調査を実施すること」との記述が

ある。 
 

＜当面の対応＞ 

災害等によって新たな汚染や汚染の拡散が懸念される場合、そのための緊急的な

測定が必要となる。この場合、測定計画外の臨時調査として実施することもあり得

るが、緊急的な測定について円滑な実施を可能とするため、緊急時のモニタリング

の意義付けや、調査地点の設定方法等の留意点について測定計画に記載することが

適切であると考えられる。 
 

＜継続的な検討が必要な事項＞ 

災害時等の水質への影響を把握するためのモニタリングのあり方について、引き

続き検討する必要がある。 
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Ⅲ．地下水質モニタリングの適切な水準を確保するための目標の設定 
 

＜現状＞ 

水質常時監視については、環境省の政策評価の体系において、「水環境の監視等の

体制の整備」として施策の柱の一つに位置づけられている。ただし、その目標である

「水質状況を効果的に把握する監視体制等を整備する」ことについては、参考指標と

して概況調査の全国合計地点数を報告しているが、目標値が設定されておらず、施策

の達成度を定量的に評価できる状況になっていない。環境省政策評価委員会から定量

的な目標、指標の設定の検討を付議された政策評価手法検討部会においても、施策の

達成度を適切に評価しうる目標、指標を設定することについて了承されたところであ

る。 
 

＜当面の対応＞ 

 指標としては地点数や検体数等が考えられる。その妥当な目標水準の考え方とし

て、面積、人口、製造品出荷額、農業産出額等の社会経済指標当たりの適切な水準を

算出し、これらを原単位とする方法について検討を行った。しかし、地下水は、利水

状況や汚染源の存在状況が地域によって様々であるため、そのモニタリングの密度に

ついて全国的に適用できる一律の原単位を決定することは現時点では困難であった。 

また、モニタリングについては、過去からの継続によるデータの蓄積に価値があり、

可能な限り、同一の地域で定期的に測定されることが望ましい。このため、モニタリ

ングの適切な水準の目標としては、当面、現状のモニタリング水準を基礎とする方法

を試行的に適用することが妥当である。 
 

＜継続的な検討が必要な事項＞ 

地方公共団体毎の測定計画及び実施段階における評価を適切に実施できる指標等

について、引き続き検討する必要がある。 

 

 

Ⅳ．その他（今後の検討事項） 

 今回の検討では、モニタリング及びそれに付随する事項について、適正な水準の体制

を確保するための当面の対応を主眼においたが、より幅広い視点からは、以下のような

事項についても引き続き検討する必要があると考えられる。 

 

１．都道府県の水質測定計画や測定結果について国で評価する場の設定 

 今回の検討を通じて、都道府県の測定計画の内容について望ましい方向を整理し
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たが、今後、実例を踏まえつつ適切かつ効率的なモニタリング体制を確保するため、

各都道府県の測定計画や測定結果等に関して、専門的見地から評価検討を行う場を

国に設けることを検討する必要がある。 

 

２．簡易、自動測定機器による測定、代替指標による汚染有無のスクリーニング技術等、

先進的或いは迅速なモニタリング技術の開発等 

 限られた予算の中で適切かつ効率的な測定を行うために、簡易測定法や代替指標

による汚染可能性のスクリーニングなど、新技術の導入を検討する必要がある。こ

うした技術については、国において実証調査等を通じ、適切な利用のあり方を整理

していく必要がある。 

 

３．概況調査以外の調査も勘案した環境基準達成状況の評価のあり方 

 現在、地下水環境基準の全国的な達成状況の評価は、概況調査の環境基準超過率

をもとに行っている。しかし、近年は、過去に発見され、定期モニタリング調査で

追跡されている汚染事例が蓄積されてきており、概況調査の環境基準超過率のみで

は、現存する汚染状況を必ずしも十分に評価できていない可能性がある。このため、

定期モニタリング調査の結果等も含めた、新たな環境基準達成状況の評価手法につ

いて検討する必要がある。 

 

４．地下水環境基準の超過事例における自然的要因の判断のあり方について 

 地下水汚染が判明した際、その原因究明に当たって自然的要因の有無を判断する

場合、現時点では、汚染源の有無や地歴等から総合的に推定される場合が多い。今

後、過去に自然的要因とされた地下水汚染事例の収集解析や地質データの収集等を

通じ、自然的要因の有無を合理的かつ効率的に判断するための材料や手法等につい

て引き続き検討していく必要がある。 

 

５．測定計画に基づく調査以外の地下水測定データの集積、活用について 

 都道府県の測定計画に基づいて行われる地下水の測定以外にも、例えば地下水を

水源とする水道の原水データ等、地下水質を測定したデータが数多く存在する。地

下水質の概況等を評価する際には、こうしたデータも併せて活用することが有益と

考えられる。 
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別紙 
「地下水質調査方法」改訂の方向性（案） 

※地下水質調査方法は、現行処理基準に全文引用されている。 

 

１．3種類の地下水調査の目的について、改めて明確に整理する。 

◇概況調査 

地域の全体的な地下水質の概況を把握するために実施する。 

◇汚染井戸周辺地区調査 

概況調査により新たに発見された、または、事業者からの報告等により新たに明

らかになった汚染について、その汚染範囲を確認するために実施する。 

◇定期モニタリング調査 

 汚染井戸周辺地区調査により確認された汚染の継続的な監視等、経年的なモニタ

リングとして定期的に実施する。 

 

２．過去の測定実績等から、汚染の可能性が極めて低い項目については、その根拠を

測定計画に記載した上で、一時的に測定対象から除外できることとする。また、除

外の考え方の一般的な例を次に示す。 

◇概況調査 

同一調査区域内で、土地利用等から判断して汚染の可能性が低い項目について、

過去 2ないし 3回連続して定量下限値以下であった場合には、一時的に測定対象外

とし、測定頻度を落とすことも考えられる。 

◇汚染井戸周辺地区調査及び定期モニタリング調査 

 周辺で汚染が判明している項目及び汚染の可能性の高い項目（及びその分解生成

物）に限定して測定する。 

 

３．測定頻度の考え方について、具体的に表現する。 

◇概況調査 

 年 1回以上実施することとする。なお、季節的な変動を考慮することが望ましい。 

 地下水の流動や汚染物質の使用状況を考慮して、数年後に再度調査を行うこととす

る。 

◇汚染井戸周辺地区調査 

 汚染発見後、できるだけ早急に実施することとする。1 地区の調査は、降雨等の影

響を避け、できるだけ短期間に行うことが望ましい。 

◇定期モニタリング調査 

年 1回以上実施することとし、調査時期は毎年同じ時期に設定することとする。な

お、季節的な変動を考慮することが望ましい。 



４．調査地点選定の考え方を具体的に表現する。 

◇概況調査 

・地下水の流動や地質構造等を把握したうえで、地域全体が把握できる地点を選定

し、継続的に調査する。 

・上記が困難な場合は、地域全体をメッシュ等で区域に分割して、この各区域を単

年ないし数年間で網羅して調査するサイクルを繰り返す（ローリング方式）。なお、

各区域内における調査地点（井戸）を選定するに当たっては、効率的に新たな汚

染を把握し、住民等の健康を保護する観点から、汚染の可能性が高い井戸や利水

上の重要な井戸、未調査の井戸を優先する。なお、帯水層別にも測定データを集

積する必要があることを考慮する。 

・メッシュ方式を採用する場合の間隔は、地域の特性などを考慮する必要があるが、

市街地で 1~2km、その周辺地域では 4~5kmを目安とする。 

・ローリング方式を採用する場合には、3~5年で一巡することを目安とする。なお、

測定データが十分に集積されてきた地域においては、利水状況や汚染の可能性を

考慮しつつ、一巡の期間を適宜延長することもあり得る。 

◇汚染井戸周辺地区調査 

・帯水層の鉛直分布も考慮しつつ、汚染が想定される範囲全体が含まれるように調

査範囲を設定する。汚染が想定される範囲は、汚染物質の種類や、帯水層の構造、

地下水の流向・流速等に関する諸条件を考慮して個々の事例ごとに検討する。た

だし、このような検討が困難な場合には、まず汚染が発見された井戸から半径

500m程度の範囲を調査し、地下水汚染の方向を確認する。調査範囲全体に汚染が

みられる場合は、段階的に範囲を広げて調査する。 

 ・地下水の流向がわかっている場合には、その方向に帯状に調査する。 

 ・上記の範囲内に存在する、汚染による利水影響が大きいと考えられる井戸を重点

的に調査する。飲用に供されている井戸については、特段の理由がない限り調査す

る。 

 ・調査範囲が広く、対象となる井戸が多い場合は、飲用井戸の調査を優先しつつ、

区域を分け順次調査を行う。 

 ・既存の井戸を調査するのが基本であるが、汚染範囲を的確に把握することが困難

となるような大きな空白地区が生じる場合は、観測井を設置することも考慮する。 

◇定期モニタリング調査 

 ・工場・事業場等の立地の状況、地下水の利用の状況等を勘案し、地域の地下水の

水質の経年的変化を把握する上で、代表的な地点を選定する。なお、汚染地区の

定期モニタリングに当たっては、汚染源近傍地点及び下流側の未汚染地点を含む

ことが望ましい。 

 ・より効果的な監視を行うために、必要に応じて観測井を設置することも考慮する。 


